
第２期別杵速見地域広域市町村圏事務組合地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 

点検評価結果 

 

「第２期別杵速見地域広域市町村圏事務組合地球温暖化対策実行計画(令和３年度～令和 12年度)」

に基づき、令和３年度に実施された当組合の事務事業に伴う温室効果ガス排出量の点検及び評価を実施

したので公表いたします。 

 本計画では、当組合の事務事業に伴い発生する温室効果ガスの総排出量が 51,175.0tCO2であった平

成 26年度を基準年度として、計画期間終了年度である令和 12年度には、年度あたりの総排出量を

3,765.0tCO2(7.4％)削減し、47,410.0tCO2とすることを目標としています。 

 なお、当組合の温室効果ガス総排出量の約 98％は藤ケ谷清掃センターのごみ焼却に伴うもので、当組

合の事業においては、「ごみ焼却によって排出される CO2の削減」が温室効果ガス総排出量の削減に最

も大きく影響します。 

 

≪総排出量について≫ 

 令和３年度の当組合の事務事業に伴う温室効果ガスの総排出量は 45,119.2tCO2で、平成 26年度の総

排出量 51,175.0tCO2と比較して 6,055.8tCO2(11.8％)の減少となりました。令和 12年度の目標として

設定した 47,410.0tCO2と比較しても、2,290.8tCO2(4.8％)少なくなっており、目標の水準に到達した

状態になっています。 

 排出量減少の最も大きな要因は、藤ケ谷清掃センターのごみ焼却から発生する温室効果ガスが減少し

たことです。 

 当組合の温室効果ガス排出量についてまとめると下表のとおりです。 

 

 

※ 本計画で削減対象としている温室効果ガスは、温対法第２条第３項で定められた 7種類のガスの内、二酸化炭素

（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）で、メタン及び一酸化二窒素については、地球温暖化係数を乗じて CO2換

算を行い合算しています。 

 

≪ごみ焼却分について≫ 

ごみ焼却により発生する温室効果ガスについて、計画では基準年度である平成 26年度の

50,166.0tCO2から 3,361.0tCO2(6.7％)削減することを目標としています。令和３年度のごみ焼却から

発生した温室効果ガス排出量は 44,665.0tCO2であり、基準年度と比較して 5,501.0tCO2（11.0％）減少

温室効果ガス排出量 単位：tCO2

平成26年度(基準年度) 令和3年度(計画初年度) 令和12年度(目標年度)

ごみ焼却分 藤ケ谷清掃センター 50,166.0 44,665.0 46,805.0

秋草葬斎場 453.2

車両(センター事務局) 1.0

51,175.0 45,119.2 47,410.0

100.0% 88.2% 92.6%

▲11.8% ▲7.4%

1,009.0 605.0

温室効果ガス総排出量の対基準年度削減率(％)

ごみ焼却以外
の活動

合計

温室効果ガス総排出量の対基準年度比(％)



しています。 

減少の要因として、平成 26年の６月から新施設の運営が開始され、高性能な焼却炉でごみの処理が

行われているが、令和２年度以降新型コロナウイルス感染症拡大に伴う社会経済活動の停滞が続き、ご

みの搬入量自体が減少したことや、構成市町においてごみの減量化が推進されたことにより、焼却に伴

い多量の CO2を排出するプラスチック類の焼却量が減少したことなどが影響していると考えられます。 

 今後も計画に基づき、藤ケ谷清掃センターの管理運営を委託する事業者に対し、より効率的な施設運

営による温室効果ガスの排出抑制の取組を求めます。また、構成市町と連携しながら、プラスチック類

の資源化や分別収集を促進することにより、ごみの減量化やごみ質の改善に努めるとともに、ごみ焼却

の際に発生する温室効果ガス排出量の削減を目指します。 

 

≪ごみ焼却以外の活動について≫ 

 ごみ焼却以外の活動により発生する温室効果ガスについて、計画では基準年度の 1,009.0tCO2から

404.0tCO2(40.0％)削減し、605.0tCO2とすることを目標としています。 

令和３年度のごみ焼却以外の活動により発生した排出量は 454.2tCO2であり、基準年度と比較して

554.8tCO2(55.0％)の減少となりました。令和 12年度の目標として設定した 605.0tCO2と比較しても、

150.8tCO2(24.9％)少なくなっています。 

 減少の要因として、主に秋草葬斎場の運営に伴い発生する温室効果ガスが減少したことが考えられま

す。 

秋草葬斎場では、令和３年８月に改修事業が完成し、火葬炉の性能が向上したことや、燃焼効率など

を考慮し火葬炉を使用してきたことによって、灯油の使用量が減少しており、基準年度と比較してエネ

ルギー起源の温室効果ガス排出量の削減が進んでいます。 

しかし、改修に伴い新たに設置された排ガス処理設備により、施設から排出されるガスが格段に改善

された一方で、電気使用量の増加による温室効果ガス排出量の増加が懸念されます。 

 

≪まとめ≫ 

令和３年度の当組合の事務事業における温室効果ガスの排出量は、計画目標の水準に到達しているよ

うに見えますが、その要因として社会活動の停滞に伴うごみ搬入量の減少など、一過性のものが大きく

影響していると考えられます。そのため、今後も温室効果ガス排出量削減に関する継続的な取組が求め

られます。 

改正プラスチック資源循環促進法が令和４年４月１日に施行されたことを踏まえ、法の趣旨に基づい

て廃プラスチック類の資源化に関する取組を構成団体と協力しながら推進していくとともに、組合の事

務事業全体でも計画に基づいた温室効果ガス削減の取組を推進していくことで、地球温暖化対策を実施

していきます。 


